
 

 

消費者委員会 地方消費者行政専門調査会 設置・運営規程 

 

 

平成 21 年 12 月 21 日 

平成 25 年３月 12 日改訂 

消費者委員会決定 

 

（総則） 

第１条 消費者委員会（以下、「委員会」という。）の地方消費者行政専門調

査会の設置、所掌事務、議事録の作成及び会議等については、この規程の

定めるところによる。 

 

（専門調査会の設置） 

第２条 委員会に地方消費者行政専門調査会（以下「専門調査会」という。）

を置く。 

２ 専門調査会に属すべき構成員は、委員長が委員、臨時委員及び専門委員

のうちから指名する。 

３ 専門調査会には座長を置き、専門調査会に属する構成員から委員長が指

名し、座長は、専門調査会の事務を掌理する。 

４ 座長に事故があるときは、専門調査会に属する構成員のうちから座長が

あらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

 

（専門調査会の所掌） 

第３条 専門調査会は、委員会の求めに応じて、地方消費者行政に関する重

要事項について調査審議する。 

 

（調査会の設置） 

第４条 座長は、必要に応じて、委員会の同意を得て専門調査会に調査会を

置くことができる。 

２ 調査会は、専門調査会が行う調査審議に関し、必要な専門的事項を調査

審議し又は検討する。 

３ 調査会に属すべき構成員は、委員長が委員、臨時委員及び専門委員のう

ちから指名する。 

４ 調査会には座長を置き、当該調査会に属する構成員から委員長が指名し、

座長は、当該調査会の事務を掌理する。 

５ 調査会の座長に事故があるときは、当該調査会に属する構成員のうちか

ら調査会の座長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

 

（議事録の作成） 

第５条 専門調査会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成す

る。 

一 会議の日時及び場所 
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長方形



 

 

二 出席した構成員の氏名 

三 議題となった事項 

四 審議経過 

五 審議結果 

 

 （審議の公開） 

第６条 専門調査会の開催予定に関する日時・開催場所等については、公開

する。 

２ 専門調査会は、会議を公開することにより、当事者若しくは第三者の権

利若しくは利益又は公共の利益を害するおそれがある場合その他座長が

非公開とすることを必要と認めた場合を除き、公開する。非公開とすべき

事由が終了したときは、公開するものとする。 

３ 前項の規定により座長が会議を非公開とすることを認めた場合は、専門

調査会はその理由を公表する。 

４ 会議の議事録については、第２項の規定により座長が会議を非公開とす

ることを必要と認めた場合を除き、公開する。 

５ 第２項の規定により座長が会議を非公開とすることを必要と認めた場

合は、議事要旨をすみやかに作成し、公表するものとする。 

 

（専門調査会の会議） 

第７条 座長（座長に事故があるときはその職務を代理する者。以下同じ。）

は、専門調査会の会議を招集し、その議長となる。 

２ 専門調査会に属さない委員は、あらかじめ座長に届け出ることにより、

専門調査会に出席することができる。 

 

（雑則） 

第８条 この規程に定めるもののほか、専門調査会の運営に関し必要な事項

は、座長が委員会に諮って定める。 

 

（準用） 

第９条 第５条から前条までの規定は、調査会について準用する。この場合

において、これらの規定中「専門調査会」とあるのは「調査会」と読み替

えるものとする。 

 

附 則 

この規程は、平成 21 年 12 月 21 日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成 25 年３月 12 日から施行する。 
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 参考資料２ 

 

地方消費者行政専門調査会 審議の経過 

 

■第 14 回 平成 25 年３月 28 日（木） 

（議題） 

 ○第二次地方消費者行政専門調査会の進め方 

 ○地方消費者行政の現状 

 

■第 15 回 平成 25 年４月 25 日（木） 

（議題） 

 ○地方消費者行政の現状分析 

 ○地方消費者行政が維持すべき最低限のサービス内容・水準のあり方 

 

■第 16 回 平成 25 年５月 16 日（木） 

（議題） 

 ○基礎自治体の体制面での主要課題の整理 

 ○基礎自治体の役割と体制面での選択肢の検討 

  

■第 17 回 平成 25 年６月 13 日（木） 

（議題）  

 ○基礎自治体の役割と体制面での選択肢の検討 

○基礎自治体支援［都道府県の役割］ 

 

■第 18 回 平成 25 年６月 28 日（金） 

（議題） 

 ○国・都道府県・基礎自治体の役割分担について 

○専門調査会報告書のとりまとめに向けて 

 

■第 19 回 平成 25 年７月 11 日（木） 

（議題） 

 ○消費者教育の推進に関する基本的な方針について 

○専門調査会報告書のとりまとめに向けて 
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（座長） 宇 賀 克 也 東 京 大 学 大 学 院 法 学 政 治 学 研 究 科 教 授

(座長代理）沼 尾 波 子 日 本 大 学 経 済 学 部 教 授

池 田 芳 隆 人 吉 市 消 費 生 活 セ ン タ ー 次 長

池 本 誠 司 弁 護 士

小 林 達 子 仙 台 ・ み や ぎ 消 費 者 支 援 ネ ッ ト 前 代 表 理 事

竹 中 健 司 埼 玉 県 県 民 生 活 部 消 費 生 活 課 長

仲 條 知 子 旭 市 役 所 商 工 観 光 課 主 査

吉 川 萬 里 子 公 益 社 団 法 人 全 国 消 費 生 活 相 談 員 協 会 理 事 長

吉 冨 崇 子 NPO 法 人 消 費 者 ネ ッ ト や ま ぐ ち 副 理 事 長

以上９名

 ※　以下の各氏が、下記の期間中、専門調査会の委員として在任していた。
  上原 満　埼玉県県民生活部消費生活課長（当時） （平成25年３月25日～同年３月31日在任）
  丹野 美絵子　公益社団法人全国消費生活相談員協会理事長（当時）
    （平成25年３月25日～同年６月７日在任）

消費者委員会 地方消費者行政専門調査会
委員名簿

 ※　なお、消費者委員会の稲継裕昭委員、吉田直美委員が、地方消費者行政専門調査会
の担当委員として、調査審議に参画した。また、消費者庁地方協力課及び国民生活セン
ターが、オブザーバーとして出席した。

参考資料３ 
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消費者行政に係る地方公共団体の事務についての法令での規定 

 

１．消費者基本法（昭和 43 年５月 30 日法律第 78号）（抄） 

最終改正：平成 24 年８月 22 日法律第 60 号 

 

第一章 総則  

 

［略］ 

 

（基本理念）  

第二条  消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策（以下「消費者政策」とい

う。）の推進は、国民の消費生活における基本的な需要が満たされ、その健全な生活環

境が確保される中で、消費者の安全が確保され、商品及び役務について消費者の自主

的かつ合理的な選択の機会が確保され、消費者に対し必要な情報及び教育の機会が提

供され、消費者の意見が消費者政策に反映され、並びに消費者に被害が生じた場合に

は適切かつ迅速に救済されることが消費者の権利であることを尊重するとともに、消

費者が自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することができるよ

う消費者の自立を支援することを基本として行われなければならない。  

２  消費者の自立の支援に当たつては、消費者の安全の確保等に関して事業者による適

正な事業活動の確保が図られるとともに、消費者の年齢その他の特性に配慮されなけ

ればならない。  

３  消費者政策の推進は、高度情報通信社会の進展に的確に対応することに配慮して行

われなければならない。  

４  消費者政策の推進は、消費生活における国際化の進展にかんがみ、国際的な連携を

確保しつつ行われなければならない。  

５  消費者政策の推進は、環境の保全に配慮して行われなければならない。  

 

（国の責務）  

第三条  国は、経済社会の発展に即応して、前条の消費者の権利の尊重及びその自立の

支援その他の基本理念にのつとり、消費者政策を推進する責務を有する。  

 

（地方公共団体の責務）  

第四条  地方公共団体は、第二条の消費者の権利の尊重及びその自立の支援その他の基

本理念にのつとり、国の施策に準じて施策を講ずるとともに、当該地域の社会的、経

済的状況に応じた消費者政策を推進する責務を有する。  

 

関係法令 
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［略］ 

 

（啓発活動及び教育の推進）  

第十七条  国は、消費者の自立を支援するため、消費生活に関する知識の普及及び情報

の提供等消費者に対する啓発活動を推進するとともに、消費者が生涯にわたつて消費

生活について学習する機会があまねく求められている状況にかんがみ、学校、地域、

家庭、職域その他の様々な場を通じて消費生活に関する教育を充実する等必要な施策

を講ずるものとする。  

２  地方公共団体は、前項の国の施策に準じて、当該地域の社会的、経済的状況に応じ

た施策を講ずるよう努めなければならない。  

 

［略］ 

 

（苦情処理及び紛争解決の促進）  

第十九条  地方公共団体は、商品及び役務に関し事業者と消費者との間に生じた苦情が

専門的知見に基づいて適切かつ迅速に処理されるようにするため、苦情の処理のあつ

せん等に努めなければならない。この場合において、都道府県は、市町村（特別区を

含む。）との連携を図りつつ、主として高度の専門性又は広域の見地への配慮を必要と

する苦情の処理のあつせん等を行うものとするとともに、多様な苦情に柔軟かつ弾力

的に対応するよう努めなければならない。  

２  国及び都道府県は、商品及び役務に関し事業者と消費者との間に生じた苦情が専門

的知見に基づいて適切かつ迅速に処理されるようにするため、人材の確保及び資質の

向上その他の必要な施策（都道府県にあつては、前項に規定するものを除く。）を講ず

るよう努めなければならない。  

３  国及び都道府県は、商品及び役務に関し事業者と消費者との間に生じた紛争が専門

的知見に基づいて適切かつ迅速に解決されるようにするために必要な施策を講ずるよ

う努めなければならない。  

 

［略］ 

 

第三章 行政機関等  

（行政組織の整備及び行政運営の改善）  

第二十四条  国及び地方公共団体は、消費者政策の推進につき、総合的見地に立つた行

政組織の整備及び行政運営の改善に努めなければならない。  

 

［以下略］  
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２．消費者安全法（平成 21 年６月５日法律第 50号）（抄） 

最終改正：平成 24 年９月５日法律第 77 号 

 

第一章 総則 

  

［略］ 

 

（基本理念）  

第三条  消費者安全の確保に関する施策の推進は、専門的知見に基づき必要とされる措

置の迅速かつ効率的な実施により、消費者事故等の発生及び消費者事故等による被害

の拡大を防止することを旨として、行われなければならない。  

２  消費者安全の確保に関する施策の推進は、事業者による適正な事業活動の確保に配

慮しつつ、消費者の需要の高度化及び多様化その他の社会経済情勢の変化に適確に対

応し、消費者の利便の増進に寄与することを旨として、行われなければならない。  

３  消費者安全の確保に関する施策の推進は、国及び地方公共団体の緊密な連携の下、

地方公共団体の自主性及び自立性が十分に発揮されるように行われなければならない。  

 

（国及び地方公共団体の責務）  

第四条  国及び地方公共団体は、前条に定める基本理念（以下この条において「基本理

念」という。）にのっとり、消費者安全の確保に関する施策を総合的に策定し、及び実

施する責務を有する。  

２  国及び地方公共団体は、消費者安全の確保に関する施策の推進に当たっては、基本

理念にのっとり、消費生活について専門的な知識及び経験を有する者の能力を活用す

るよう努めなければならない。  

３  国及び地方公共団体は、消費者安全の確保に関する施策の推進に当たっては、基本

理念にのっとり、消費者事故等に関する情報の開示、消費者の意見を反映させるため

に必要な措置その他の措置を講ずることにより、その過程の透明性を確保するよう努

めなければならない。  

４  国及び地方公共団体は、消費者安全の確保に関する施策の推進に当たっては、基本

理念にのっとり、施策効果（当該施策に基づき実施し、又は実施しようとしている行

政上の一連の行為が消費者の消費生活、社会経済及び行政運営に及ぼし、又は及ぼす

ことが見込まれる影響をいう。第六条第二項第四号において同じ。）の把握及びこれを

基礎とする評価を行った上で、適時に、かつ、適切な方法により検討を加え、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

５  国及び地方公共団体は、消費者安全の確保に関する施策の推進に当たっては、基本

理念にのっとり、独立行政法人国民生活センター（以下「国民生活センター」という。）、
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第十条第三項に規定する消費生活センター、都道府県警察、消防機関（消防組織法 （昭

和二十二年法律第二百二十六号）第九条 各号に掲げる機関をいう。）、保健所、病院、

消費者団体その他の関係者の間の緊密な連携が図られるよう配慮しなければならない。  

６  国及び地方公共団体は、啓発活動、広報活動、消費生活に関する教育活動その他の

活動を通じて、消費者安全の確保に関し、国民の理解を深め、かつ、その協力を得る

よう努めなければならない。  

 

［略］ 

 

第二章 基本方針  

 

［略］ 

 

（都道府県知事による提案）  

第七条  都道府県知事は、消費者安全の確保に関する施策の推進に関して、内閣総理大

臣に対し、次条第一項各号に掲げる事務の実施を通じて得られた知見に基づき、基本

方針の変更についての提案（以下この条において「変更提案」という。）をすることが

できる。この場合においては、当該変更提案に係る基本方針の変更の案を添えなけれ

ばならない。  

２  内閣総理大臣は、変更提案がされた場合において、消費者委員会及び消費者安全調

査委員会の意見を聴いて、当該変更提案を踏まえた基本方針の変更（変更提案に係る

基本方針の変更の案の内容の全部又は一部を実現することとなる基本方針の変更をい

う。次項において同じ。）をする必要があると認めるときは、遅滞なく、基本方針の変

更をしなければならない。  

３  内閣総理大臣は、変更提案がされた場合において、消費者委員会及び消費者安全調

査委員会の意見を聴いて、当該変更提案を踏まえた基本方針の変更をする必要がない

と認めるときは、遅滞なく、その旨及びその理由を当該変更提案をした都道府県知事

に通知しなければならない。  

 

第三章 消費生活相談等  

 第一節 消費生活相談等の事務の実施  

（都道府県及び市町村による消費生活相談等の事務の実施）  

第八条  都道府県は、次に掲げる事務を行うものとする。  

一  次項各号に掲げる市町村の事務の実施に関し、市町村相互間の連絡調整及び市町

村に対する技術的援助を行うこと。  

二  消費者安全の確保に関し、主として次に掲げる事務を行うこと。  
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イ 事業者に対する消費者からの苦情に係る相談のうち、その対応に各市町村の区

域を超えた広域的な見地を必要とするものに応じること。 

ロ 事業者に対する消費者からの苦情の処理のためのあっせんのうち、その実施に

各市町村の区域を超えた広域的な見地を必要とするものを行うこと。 

ハ 消費者事故等の状況及び動向を把握するために必要な調査又は分析であって、

専門的な知識及び技術を必要とするものを行うこと。 

ニ 各市町村の区域を超えた広域的な見地から、消費者安全の確保のために必要な

情報を収集し、及び住民に対し提供すること。 

三  市町村との間で消費者事故等の発生に関する情報を交換すること。  

四  前三号に掲げる事務に附帯する事務を行うこと。  

２  市町村は、次に掲げる事務を行うものとする。  

一  消費者安全の確保に関し、事業者に対する消費者からの苦情に係る相談に応じる

こと。  

二  消費者安全の確保に関し、事業者に対する消費者からの苦情の処理のためのあっ

せんを行うこと。  

三  消費者安全の確保のために必要な情報を収集し、及び住民に対し提供すること。  

四  都道府県との間で消費者事故等の発生に関する情報を交換すること。  

五  前各号に掲げる事務に附帯する事務を行うこと。 

 

（国及び国民生活センターの援助）  

第九条  国及び国民生活センターは、都道府県及び市町村に対し、前条第一項各号及び

第二項各号に掲げる事務の実施に関し、情報の提供その他の必要な援助を行うものと

する。  

 

第二節 消費生活センターの設置等  

（消費生活センターの設置）  

第十条  都道府県は、第八条第一項各号に掲げる事務を行うため、次に掲げる要件に該

当する施設又は機関を設置しなければならない。  

一  第八条第一項第二号イの相談について専門的な知識及び経験を有する者を同号

イ及びロに掲げる事務に従事させるものであること。  

二  第八条第一項各号に掲げる事務の効率的な実施のために適切な電子情報処理組

織その他の設備を備えているものであること。  

三  その他第八条第一項各号に掲げる事務を適切に行うために必要なものとして政

令で定める基準に適合するものであること。  

２  市町村は、必要に応じ、第八条第二項各号に掲げる事務を行うため、次に掲げる要

件に該当する施設又は機関を設置するよう努めなければならない。  
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一  第八条第二項第一号の相談について専門的な知識及び経験を有する者を同号及

び同項第二号に掲げる事務に従事させるものであること。  

二  第八条第二項各号に掲げる事務の効率的な実施のために適切な電子情報処理組

織その他の設備を備えているものであること。  

三  その他第八条第二項各号に掲げる事務を適切に行うために必要なものとして政

令で定める基準に適合するものであること。  

３  都道府県知事又は市町村長は、第一項又は前項の施設又は機関（以下「消費生活セ

ンター」という。）を設置したときは、遅滞なく、その名称及び住所その他内閣府令で

定める事項を公示しなければならない。  

 

（消費生活センターの事務に従事する人材の確保等）  

第十一条  都道府県及び消費生活センターを設置する市町村は、消費生活センターに配

置された相談員（前条第一項第一号又は第二項第一号に規定する者をいう。以下この

条において同じ。）の適切な処遇、研修の実施、専任の職員の配置及び養成その他の措

置を講じ、相談員その他の消費生活センターの事務に従事する人材の確保及び資質の

向上を図るよう努めるものとする。  

 

第四章 消費者事故等に関する情報の集約等  

（消費者事故等の発生に関する情報の通知）  

第十二条  行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国民生活センターの長は、重大

事故等が発生した旨の情報を得たときは、直ちに、内閣総理大臣に対し、内閣府令で

定めるところにより、その旨及び当該重大事故等の概要その他内閣府令で定める事項

を通知しなければならない。  

２  行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国民生活センターの長は、消費者事故

等（重大事故等を除く。）が発生した旨の情報を得た場合であって、当該消費者事故等

の態様、当該消費者事故等に係る商品等又は役務の特性その他当該消費者事故等に関

する状況に照らし、当該消費者事故等による被害が拡大し、又は当該消費者事故等と

同種若しくは類似の消費者事故等が発生するおそれがあると認めるときは、内閣総理

大臣に対し、内閣府令で定めるところにより、当該消費者事故等が発生した旨及び当

該消費者事故等の概要その他内閣府令で定める事項を通知するものとする。  

３  前二項の規定は、その通知をすべき者が次の各号のいずれかに該当するときは、適

用しない。  

一  次のイからニまでに掲げる者であって、それぞれイからニまでに定める者に対し、

他の法律の規定により、当該消費者事故等の発生について通知し、又は報告しなけ

ればならないこととされているもの  

イ 行政機関の長 内閣総理大臣 
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ロ 都道府県知事 行政機関の長 

ハ 市町村長 行政機関の長又は都道府県知事 

ニ 国民生活センターの長 行政機関の長 

二  前二項の規定により内閣総理大臣に対し消費者事故等の発生に係る通知をしな

ければならないこととされている他の者から当該消費者事故等の発生に関する情報

を得た者（前号に該当する者を除く。）  

三  前二号に掲げる者に準ずるものとして内閣府令で定める者（前二号に該当する者

を除く。）  

４  第一項又は第二項の場合において、行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国

民生活センターの長が、これらの規定による通知に代えて、内閣総理大臣及び当該通

知をしなければならないこととされている者が電磁的方法（電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する方法をいう。）を利用して同一の情報を閲

覧することができる状態に置く措置であって内閣府令で定めるものを講じたときは、

当該通知をしたものとみなす。  

 

［略］ 

 

第六章 消費者被害の発生又は拡大の防止のための措置  

 

［略］ 

 

（都道府県知事による要請）  

第四十四条  都道府県知事は、当該都道府県の区域内における消費者被害の発生又は拡

大の防止を図るため必要があると認めるときは、内閣総理大臣に対し、消費者安全の

確保に関し必要な措置の実施を要請することができる。この場合においては、当該要

請に係る措置の内容及びその理由を記載した書面を添えなければならない。  

２  内閣総理大臣は、前項の規定による要請（以下この条において「措置要請」という。）

を受けた場合において、消費者被害の発生又は拡大の防止を図るために実施し得る他

の法律の規定に基づく措置があるときは、当該措置の実施に関する事務を所掌する大

臣に同項の書面を回付しなければならない。  

３  前項の規定による回付を受けた大臣は、内閣総理大臣に対し、当該措置要請に係る

措置の内容の全部又は一部を実現することとなる措置を実施することとするときはそ

の旨を、当該措置要請に係る措置の内容の全部又は一部を実現することとなる措置を

実施する必要がないと認めるときはその旨及びその理由を、遅滞なく、通知しなけれ

ばならない。  

４  内閣総理大臣は、前項の規定による通知を受けたときは、その内容を、遅滞なく、
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当該措置要請をした都道府県知事に通知しなければならない。  

 

（報告、立入調査等）  

第四十五条  内閣総理大臣は、この法律の施行に必要な限度において、事業者に対し、

必要な報告を求め、その職員に、当該事業者の事務所、事業所その他その事業を行う

場所に立ち入り、必要な調査若しくは質問をさせ、又は調査に必要な限度において当

該事業者の供給する物品を集取させることができる。ただし、物品を集取させるとき

は、時価によってその対価を支払わなければならない。  

２  前項の規定により立入調査、質問又は集取をする職員は、その身分を示す証明書を

携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。  

３  第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならな

い。  

 

第七章 雑則  

（権限の委任）  

第四十六条  内閣総理大臣は、前条第一項の規定による権限その他この法律の規定によ

る権限（政令で定めるものを除く。）を消費者庁長官に委任する。  

２  前項の規定により消費者庁長官に委任された前条第一項の規定による権限に属す

る事務の一部は、政令で定めるところにより、都道府県知事又は消費生活センターを

置く市町村の長が行うこととすることができる。  

 

（事務の区分）  

第四十七条  前条第二項の規定により地方公共団体が処理することとされている事務

は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二条第九項第一号に規定する第一

号法定受託事務とする。  

 

［以下略］ 
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消費者教育の推進に関する法律（平成 24 年法律第 61 号） 

 

第一章 総則 

（目的）  

第一条  この法律は、消費者教育が、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交

渉力の格差等に起因する消費者被害を防止するとともに、消費者が自らの利益の擁護

及び増進のため自主的かつ合理的に行動することができるようその自立を支援する上

で重要であることに鑑み、消費者教育の機会が提供されることが消費者の権利である

ことを踏まえ、消費者教育に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責

務等を明らかにするとともに、基本方針の策定その他の消費者教育の推進に関し必要

な事項を定めることにより、消費者教育を総合的かつ一体的に推進し、もって国民の

消費生活の安定及び向上に寄与することを目的とする。  

 

（定義）  

第二条  この法律において「消費者教育」とは、消費者の自立を支援するために行われ

る消費生活に関する教育（消費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画することの

重要性について理解及び関心を深めるための教育を含む。）及びこれに準ずる啓発活動

をいう。  

２  この法律において「消費者市民社会」とは、消費者が、個々の消費者の特性及び消

費生活の多様性を相互に尊重しつつ、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の

世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るものであること

を自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会をいう。  

 

（基本理念）  

第三条  消費者教育は、消費生活に関する知識を修得し、これを適切な行動に結び付け

ることができる実践的な能力が育まれることを旨として行われなければならない。  

２  消費者教育は、消費者が消費者市民社会を構成する一員として主体的に消費者市民

社会の形成に参画し、その発展に寄与することができるよう、その育成を積極的に支

援することを旨として行われなければならない。  

３  消費者教育は、幼児期から高齢期までの各段階に応じて体系的に行われるとともに、

年齢、障害の有無その他の消費者の特性に配慮した適切な方法で行われなければなら

ない。  

４  消費者教育は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場の特性に応じた適切な方

法により、かつ、それぞれの場における消費者教育を推進する多様な主体の連携及び

他の消費者政策（消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策をいう。第九条

第二項第三号において同じ。）との有機的な連携を確保しつつ、効果的に行われなけれ
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ばならない。  

５  消費者教育は、消費者の消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内

外の社会経済情勢及び地球環境に与える影響に関する情報その他の多角的な視点に立

った情報を提供することを旨として行われなければならない。  

６  消費者教育は、災害その他非常の事態においても消費者が合理的に行動することが

できるよう、非常の事態における消費生活に関する知識と理解を深めることを旨とし

て行われなければならない。  

７  消費者教育に関する施策を講ずるに当たっては、環境教育、食育、国際理解教育そ

の他の消費生活に関連する教育に関する施策との有機的な連携が図られるよう、必要

な配慮がなされなければならない。  

 

（国の責務）  

第四条  国は、自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することがで

きる自立した消費者の育成が極めて重要であることに鑑み、前条の基本理念（以下こ

の章において「基本理念」という。）にのっとり、消費者教育の推進に関する総合的な

施策を策定し、及び実施する責務を有する。  

２  内閣総理大臣及び文部科学大臣は、前項の施策が適切かつ効率的に策定され、及び

実施されるよう、相互に又は関係行政機関の長との間の緊密な連携協力を図りつつ、

それぞれの所掌に係る消費者教育の推進に関する施策を推進しなければならない。  

 

（地方公共団体の責務）  

第五条  地方公共団体は、基本理念にのっとり、消費生活センター（消費者安全法 （平

成二十一年法律第五十号）第十条第三項 に規定する消費生活センターをいう。第十三

条第二項及び第二十条第一項において同じ。）、教育委員会その他の関係機関相互間の

緊密な連携の下に、消費者教育の推進に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、そ

の地方公共団体の区域の社会的、経済的状況に応じた施策を策定し、及び実施する責

務を有する。  

 

（消費者団体の努力）  

第六条  消費者団体は、基本理念にのっとり、消費者教育の推進のための自主的な活動

に努めるとともに、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場において行われる消費

者教育に協力するよう努めるものとする。  

 

（事業者及び事業者団体の努力）  

第七条  事業者及び事業者団体は、事業者が商品及び役務を供給する立場において消費

者の消費生活に密接に関係していることに鑑み、基本理念にのっとり、国及び地方公
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共団体が実施する消費者教育の推進に関する施策に協力するよう努めるとともに、消

費者教育の推進のための自主的な活動に努めるものとする。  

 

（財政上の措置等）  

第八条  政府は、消費者教育の推進に関する施策を実施するため必要な財政上の措置そ

の他の措置を講じなければならない。  

２  地方公共団体は、消費者教育の推進に関する施策を実施するため必要な財政上の措

置その他の措置を講ずるよう努めなければならない。 

  

第二章 基本方針等  

（基本方針）  

第九条  政府は、消費者教育の推進に関する基本的な方針（以下この章及び第四章にお

いて「基本方針」という。）を定めなければならない。  

２  基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  消費者教育の推進の意義及び基本的な方向に関する事項  

二  消費者教育の推進の内容に関する事項  

三  関連する他の消費者政策との連携に関する基本的な事項  

四  その他消費者教育の推進に関する重要事項  

３  基本方針は、消費者基本法 （昭和四十三年法律第七十八号）第九条第一項 に規定

する消費者基本計画との調和が保たれたものでなければならない。  

４  内閣総理大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなけ

ればならない。  

５  内閣総理大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、あら

かじめ、関係行政機関の長に協議するとともに、消費者教育推進会議及び消費者委員

会の意見を聴くほか、消費者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を

講じなければならない。  

６  内閣総理大臣及び文部科学大臣は、第四項の規定による閣議の決定があったときは、

遅滞なく、基本方針を公表しなければならない。  

７  政府は、消費生活を取り巻く環境の変化を勘案し、並びに消費者教育の推進に関す

る施策の実施の状況についての調査、分析及び評価を踏まえ、おおむね五年ごとに基

本方針に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更するものとする。  

８  第四項から第六項までの規定は、基本方針の変更について準用する。  

 

（都道府県消費者教育推進計画等）  

第十条  都道府県は、基本方針を踏まえ、その都道府県の区域における消費者教育の推

進に関する施策についての計画（以下この条及び第二十条第二項第二号において「都
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道府県消費者教育推進計画」という。）を定めるよう努めなければならない。  

２  市町村は、基本方針（都道府県消費者教育推進計画が定められているときは、基本

方針及び都道府県消費者教育推進計画）を踏まえ、その市町村の区域における消費者

教育の推進に関する施策についての計画（以下この条及び第二十条第二項第二号にお

いて「市町村消費者教育推進計画」という。）を定めるよう努めなければならない。  

３  都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計

画を定めようとするときは、あらかじめ、その都道府県又は市町村の区域の消費者そ

の他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

この場合において、第二十条第一項の規定により消費者教育推進地域協議会を組織し

ている都道府県及び市町村にあっては、当該消費者教育推進地域協議会の意見を聴か

なければならない。  

４  都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計

画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。  

５  都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計

画を定めた場合は、その都道府県又は市町村の区域における消費者教育の推進に関す

る施策の実施の状況についての調査、分析及び評価を行うよう努めるとともに、必要

があると認めるときは、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画

を変更するものとする。  

６  第三項及び第四項の規定は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推

進計画の変更について準用する。  

 

第三章 基本的施策  

（学校における消費者教育の推進）  

第十一条  国及び地方公共団体は、幼児、児童及び生徒の発達段階に応じて、学校（学

校教育法 （昭和二十二年法律第二十六号）第一条 に規定する学校をいい、大学及び

高等専門学校を除く。第三項において同じ。）の授業その他の教育活動において適切か

つ体系的な消費者教育の機会を確保するため、必要な施策を推進しなければならない。  

２  国及び地方公共団体は、教育職員に対する消費者教育に関する研修を充実するため、

教育職員の職務の内容及び経験に応じ、必要な措置を講じなければならない。  

３  国及び地方公共団体は、学校において実践的な消費者教育が行われるよう、その内

外を問わず、消費者教育に関する知識、経験等を有する人材の活用を推進するものと

する。 

  

（大学等における消費者教育の推進）  

第十二条  国及び地方公共団体は、大学等（学校教育法第一条 に規定する大学及び高

等専門学校並びに専修学校、各種学校その他の同条 に規定する学校以外の教育施設で
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学校教育に類する教育を行うものをいう。以下この条及び第十六条第二項において同

じ。）において消費者教育が適切に行われるようにするため、大学等に対し、学生等の

消費生活における被害を防止するための啓発その他の自主的な取組を行うよう促すも

のとする。  

２  国及び地方公共団体は、大学等が行う前項の取組を促進するため、関係団体の協力

を得つつ、学生等に対する援助に関する業務に従事する教職員に対し、研修の機会の

確保、情報の提供その他の必要な措置を講じなければならない。  

 

（地域における消費者教育の推進）  

第十三条  国、地方公共団体及び独立行政法人国民生活センター（以下この章において

「国民生活センター」という。）は、地域において高齢者、障害者等に対する消費者教

育が適切に行われるようにするため、民生委員法 （昭和二十三年法律第百九十八号）

に定める民生委員、社会福祉法 （昭和二十六年法律第四十五号）に定める社会福祉主

事、介護福祉士その他の高齢者、障害者等が地域において日常生活を営むために必要

な支援を行う者に対し、研修の実施、情報の提供その他の必要な措置を講じなければ

ならない。  

２  国、地方公共団体及び国民生活センターは、公民館その他の社会教育施設等におい

て消費生活センター等の収集した情報の活用による実例を通じた消費者教育が行われ

るよう、必要な措置を講じなければならない。  

 

（事業者及び事業者団体による消費者教育の支援）  

第十四条  事業者及び事業者団体は、消費者団体その他の関係団体との情報の交換その

他の連携を通じ、消費者の消費生活に関する知識の向上が図られるよう努めるものと

する。  

２  事業者は、消費者からの問合せ、相談等を通じて得た消費者に有用な消費生活に関

する知識を広く提供するよう努めるものとする。  

３  事業者は、その従業者に対し、研修を実施し、又は事業者団体等が行う講習会を受

講させること等を通じ、消費生活に関する知識及び理解を深めるよう努めるものとす

る。  

４  事業者団体は、消費者団体その他の民間の団体が行う消費者教育の推進のための活

動に対し、資金の提供その他の援助に努めるものとする。  

 

（教材の充実等）  

第十五条  国及び地方公共団体は、消費者教育に使用される教材の充実を図るとともに、

学校、地域、家庭、職域その他の様々な場において当該教材が有効に活用されるよう、

消費者教育に関連する実務経験を有する者等の意見を反映した教材の開発及びその効
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果的な提供に努めなければならない。  

 

（人材の育成等）  

第十六条  国、地方公共団体及び国民生活センターは、消費者安全法第十一条 に規定

する相談員その他の消費者の利益の擁護又は増進を図るための活動を行う者に対し、

消費者教育に関する専門的知識を修得するための研修の実施その他その資質の向上の

ために必要な措置を講じなければならない。  

２  国及び地方公共団体は、大学等、研究機関、消費者団体その他の関係機関及び関係

団体に対し、消費者教育を担う人材の育成及び資質の向上のための講座の開設その他

の自主的な取組を行うよう促すものとする。  

 

（調査研究等）  

第十七条  国及び地方公共団体は、消費者教育に関する調査研究を行う大学、研究機関

その他の関係機関及び関係団体と協力を図りつつ、諸外国の学校における総合的、体

系的かつ効果的な消費者教育の内容及び方法その他の国の内外における消費者教育の

内容及び方法に関し、調査研究並びにその成果の普及及び活用に努めなければならな

い。  

 

（情報の収集及び提供等）  

第十八条  国、地方公共団体及び国民生活センターは、学校、地域、家庭、職域その他

の様々な場において行われている消費者教育に関する先進的な取組に関する情報その

他の消費者教育に関する情報について、年齢、障害の有無その他の消費者の特性に配

慮しつつ、これを収集し、及び提供するよう努めなければならない。  

２  国は、消費生活における被害の防止を図るため、年齢、障害の有無その他の消費者

の特性を勘案して、その収集した消費生活に関する情報が消費者教育の内容に的確か

つ迅速に反映されるよう努めなければならない。  

 

第四章 消費者教育推進会議等  

（消費者教育推進会議）  

第十九条  消費者庁に、消費者教育推進会議を置く。  

２  消費者教育推進会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一  消費者教育の総合的、体系的かつ効果的な推進に関して消費者教育推進会議の委

員相互の情報の交換及び調整を行うこと。  

二  基本方針に関し、第九条第五項（同条第八項において準用する場合を含む。）に

規定する事項を処理すること。  

３  消費者教育推進会議の委員は、消費者、事業者及び教育関係者、消費者団体、事業
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者団体その他の関係団体を代表する者、学識経験を有する者並びに関係行政機関及び

関係する独立行政法人（独立行政法人通則法 （平成十一年法律第百三号）第二条第一

項 に規定する独立行政法人をいう。）の職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。  

４  前二項に定めるもののほか、消費者教育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項

は、政令で定める。  

 

（消費者教育推進地域協議会）  

第二十条  都道府県及び市町村は、その都道府県又は市町村の区域における消費者教育

を推進するため、消費者、消費者団体、事業者、事業者団体、教育関係者、消費生活

センターその他の当該都道府県又は市町村の関係機関等をもって構成する消費者教育

推進地域協議会を組織するよう努めなければならない。  

２  消費者教育推進地域協議会は、次に掲げる事務を行うものとする。  

一  当該都道府県又は市町村の区域における消費者教育の総合的、体系的かつ効果的

な推進に関して消費者教育推進地域協議会の構成員相互の情報の交換及び調整を行

うこと。  

二  都道府県又は市町村が都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進

計画を作成し、又は変更しようとする場合においては、当該都道府県消費者教育推

進計画又は市町村消費者教育推進計画の作成又は変更に関して意見を述べること。  

３  前二項に定めるもののほか、消費者教育推進地域協議会の組織及び運営に関し必要

な事項は、消費者教育推進地域協議会が定める。  

 

 附 則 抄  

（施行期日） 

１  この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。  

（検討） 

２  国は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況について検討を

加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとす

る。  

 

（以上） 
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